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Ⅰ．平成２９年度宮代町予算編成方針

１ 国の動向と地方財政

日本経済の現状は、内閣府が公表した９月の月例経済報告によると、「景気は、この

ところ弱さもみられるが、緩やかな回復基調が続いている」とし、先行きについては、

雇用・所得環境の改善が続いているが、海外経済の不確実性の高まりや金融資本市場の

変動の影響に十分留意する必要があるとの基調判断を行っています。

国では「成長と分配の好循環」の実現に向け、引き続き「経済再生なくして財政健全

化なし」を基本とし、消費税率１０％への引き上げを２年半延期する一方で、平成３２

年度の基礎的財政収支黒字化という財政健全化目標を堅持する姿勢が示されています。

このため、アベノミクス「新・３本の矢」の一体的推進、地方創生の本格的展開と一億

総活躍の取り組みを相互に連動させながら着実に実行することとしています。

一方、地方財政については、地域の実情に応じ、自主性・主体性を最大限発揮して地

方創生を推進することができるよう、「経済財政運営と改革の基本方針 2015」の中で、

安定的な財政運営に必要となる一般財源総額については、平成３０年度まで平成２８年

度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保するとしています。しか

しながら、国の概算要求時点で、地方交付税が出口ベースで４．４％の減が見込まれる

など、依存財源に頼る当町においては引き続き予断を許さない状況が続いています。

２ 宮代町の財政状況と財政見通し

平成２７年度決算においては、道仏地区の開発を背景とした個人住民税、固定資産税

の増収、消費税率引き上げに伴う交付金の増加及び算定項目の見直しによる地方交付税

の増加により前年を上回る一般財源を確保することができました。しかし、中長期的に

は生産年齢人口の減少を背景とした町民税の減収など、近い将来、町税全体の減少は避

けて通ることができないと予想しています。

また、歳出においても、平成２６年度に引き続き、国民健康保険、介護保険、障がい

福祉、子育て支援などいわゆる社会保障４経費が対前年比で１億円以上の伸びを見せ、

これらを含む民生費の増大に歯止めがかからない状況が続いています。こうした中、今

年度においては、国民健康保険税率の見直し及び下水道事業平準化債の借り入れなど義

務的経費の抑制に鋭意取り組んでいるとこです。

平成２９年度予算編成においては、引き続き個人住民税や固定資産税の増収が見込

まれるものの、社会保障４経費を含めた義務的経費の伸び（１．６億円程度）は賄えな

いと見込んでいます。

この結果、現時点での義務的経費の伸びを考慮した基礎的な収支ギャップが２．８億
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円（新たな行政需要や施設修繕経費を含めた場合のギャップは８．０億円）発生してお

り、財政の健全性を維持しつつ、新たな行政需要に対応するためには、大胆かつ大幅な

歳入確保・歳出削減の取り組みが喫緊の課題となっています。

３ 平成２９年度予算編成の基本方針

平成２９年度予算編成においては、高齢化に伴う社会保障費の増、生産年齢人口の減

少に伴う税収減等など中長期的に厳しい財政状況が続くことが予想されるため、これま

で以上の歳入増、歳出削減に向け、全ての事務事業を前例にとらわれることなく総点検

し、場合によってはゼロベースから事業手法の変更、類似事業の統廃合を行うなど、限

られた財源の中で予算の選択と集中を行ってください。

なお、新年度予算編成で重点化に努める項目は以下のとおりとします。

（１）第４次総合計画・実行計画の確実な実施 ～目標に向けた集中投資～

総合計画後期実行計画の２年目であり、各事業が成果目標を達成し、各重点構想を

実現できるように具体的な作業を明確にした上で、スピード感を持った事業展開を図

ってください。

都市計画事業などハード事業については、都市計画税や国県補助金、交付金等の財

源を担保した上で、工程表に従い着実に進めてください。

また、ソフト事業についても「成長する宮代の実現」に向け工程表に従い着実に進

めてください。

（２）予算の選択と集中、財源確保 ～事業の総点検～

事務事業の総点検を進め、第４次総合計画の方針、将来像に照らして必要性の薄れ

た事業や制度は躊躇なく見直してください。

また、新規、既存を問わず事業計画にあたっては国県補助金、各種財団の補助金、

「ふるさと納税制度」を活用し資金調達する等、新しい発想や視点での歳入確保に努

めてください。

（３）予算配分枠の設定 ～既存歳出の抑制～

平成２９年度当初予算は、「枠配分」方式により編成するものとし、「一般行政経

費」にあっては、平成２８年度当初予算から単年度の特殊要因を控除したものを基本

とし、マイナスシーリングは実施しません。

ただし、既存歳出の抑制、事務事業の総点検という主旨から、一般行政経費に係る

枠外要求は大幅な制度改正によるもののほか、道仏地区など大幅な社会異動に起因す

るものに限定し、自然増等によるものについては、課ごとの創意工夫のもとこれに対

応し、枠配分額を上限として編成にあたってください。
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Ⅱ.総括表

１．一般会計予算の総括表

（歳入） （単位：千円）

科目 ２９年度 ２８年度 比較

１．町税 3,612,385 3,526,956 85,429

２．地方譲与税 91,100 86,000 5,100

３．利子割交付金 3,300 5,000 ▲ 1,700

４．配当割交付金 22,400 48,900 ▲ 26,500

５．株式等譲渡所得割交付金 22,700 25,000 ▲ 2,300

６．地方消費税交付金 413,000 443,000 ▲ 30,000

７．自動車取得税交付金 25,500 24,800 700

８．地方特例交付金 25,200 21,600 3,600

９．地方交付税 1,910,000 1,980,000 ▲ 70,000

１０．交通安全対策特別交付金 4,400 4,900 ▲ 500

１１．分担金及び負担金 219,693 124,868 94,825

１２．使用料及び手数料 67,775 65,154 2,621

１３．国庫支出金 950,366 844,555 105,811

１４．県支出金 590,365 560,028 30,337

１５．財産収入 5,193 5,502 ▲ 309

１６．寄附金 20,000 10,000 10,000

１７．繰入金 511,359 479,413 31,946

１８．繰越金 50,000 50,000 0

１９．諸収入 194,464 213,502 ▲ 19,038

２０．町債 774,800 874,900 ▲ 100,100

合 計 9,514,000 9,394,078 119,922
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（歳出・目的別） （単位：千円）

科目 ２９年度 ２８年度 比較

１．議会費 99,620 99,546 74

２．総務費 1,236,531 1,630,817 ▲ 394,286

３．民生費 3,512,891 3,319,703 193,188

４．衛生費 796,570 732,036 64,534

５．労働費 3,051 5,051 ▲ 2,000

６．農林水産業費 256,232 227,136 29,096

７．商工費 69,667 57,346 12,321

８．土木費 1,281,683 994,841 286,842

９．消防費 514,684 520,196 ▲ 5,512

１０．教育費 930,857 1,014,223 ▲ 83,366

１１．公債費 792,043 773,026 19,017

１２．諸支出金 171 157 14

１３．予備費 20,000 20,000 0

合 計 9,514,000 9,394,078 119,922

（歳出・性質別） （単位：千円）

科目 ２９年度 ２８年度 比較

１．人件費 1,593,688 1,577,467 16,221

２．物件費 1,684,630 1,621,143 63,487

３．維持補修費 78,604 91,677 ▲ 13,073

４．扶助費 1,717,754 1,642,929 74,825

５．補助費等 1,317,946 1,182,644 135,302

６．普通建設事業費 495,749 683,143 ▲ 187,394

７．公債費 792,043 773,026 19,017

８．繰出金 1,740,287 1,735,668 4,619

９．その他 93,299 86,381 6,918

合 計 9,514,000 9,394,078 119,922
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２．３ヵ年の教育予算の推移

（単位：千円）

２９年度 ２８年度
前年度比
28→29

２７年度

1 教育総務費 128,298 128,483 ▲ 185 176,927

人件費除く 26,778 25,718 1,060 74,685

2 小学校費 135,171 147,172 ▲ 12,001 125,320

人件費除く 135,171 147,172 ▲ 12,001 125,320

3 中学校費 103,339 123,072 ▲ 19,733 103,729

人件費除く 103,339 123,072 ▲ 19,733 101,402

4 社会教育費 185,609 202,288 ▲ 16,679 194,805

人件費除く 110,349 123,972 ▲ 13,623 118,903

5 保健体育費 378,440 413,208 ▲ 34,768 374,748

人件費除く 378,440 413,208 ▲ 34,768 374,748

教育費 930,857 1,014,223 ▲ 83,366 975,529

人件費除く 754,077 833,142 ▲ 79,065 795,058

町一般会計 9,511,000 9,394,078 116,922 8,900,400

人件費除く 7,917,312 7,816,581 100,731 7,334,489

割合 9.8% 10.8% -1.0% 11.0%

人件費除く 9.5% 10.7% -1.1% 10.8%

住民1人あたりの 27,556円 30,195円 ▲ 2,639円 29,214円

教育予算 22,323円 24,804円 ▲ 2,481円 23,810円
各年1月1日人口 33,780人 33,589人 33,392人
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３．教育予算の主な特定財源

（単位：千円）

科 目 説 明 ２９年度

使用料及び手数料 公民館使用料 2,605

国庫支出金 学校施設環境改善交付金 1,000

〃 埋蔵文化財緊急発掘調査費補助金 1,750

県支出金 さわやか相談員助成金 3,118

〃 埋蔵文化財緊急発掘調査費補助金 875

〃 学校応援団推進事業補助金 454

〃 英語教育強化地域拠点事業委託金 1,000

基金繰入金 育英基金を小中学校施設整備費に活用 5,511

〃 ふるさと寄付金を学力向上事業に活用 20,000

〃 ふるさと寄付金を文化財案内板に活用 630

諸収入 学校給食費徴収金 117,013

〃 埋蔵文化財発掘調査受託事業収入 2,600

〃 学校体育施設開放事業収入 1,388

〃 日本スポーツ振興センター掛金保護者負担金 993

〃 みやしろ大学県外研修参加者負担金 910

〃 スポーツ教室等参加者負担金 391

町債 小学校改修事業（ことばの教室） 7,500

その他 上記以外 1,371

合 計 169,109

≪財源の状況≫

２９年度 ２８年度

教育費の予算総額 930,857千円 100% 1,014,223千円 100%

特定財源 169,109千円 18.2% 209,946千円 20.7%

一般財源 761,748千円 81.8% 804,277千円 79.3%
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Ⅲ．教育予算の概要

１．教育予算全体の概要

平成 29 年度宮代町一般会計の教育予算は、930,857 千円、前年度比、83,366 千円、

率にして 8.2％の減。人件費を除く事業費ベースでは、754,077 千円、前年度比、79,126

千円、率にして 9.5％の減となっています。

平成 28 年度当初予算に計上した、小中学校をはじめとした施設の大規模改修を終え

たため予算総額は減少していますが、町予算編成方針に掲げられた「事業の選択と集中」

の下、特に町民の皆様の学びの場の維持向上を図るための予算への重点化に努めていま

す。

学校教育では、平成 28 年度に開設した「ことばの教室」の改修を行い指導環境の向

上を図る他、小学校における英語の教科化に向けたＡＬＴの増員、英語教育強化地域拠

点事業についても維持を図りました。

社会教育においても従来の取組は維持しつつ、さらに平成 28 年度に制作された「新

みやしろ郷土かるた」の活用をはじめ、町民の皆様の学習活動機会の充実に努めていき

ます。

２．各担当・室別の予算概要 （人件費を除く事業費ベース）

（１）教育総務担当

グループの予算総額は 408,093 千円、前年比 57,810 千円、12.4%の減です。

小中学校施設管理では大規模な改修工事の予定がないため予算総額自体は減少して

いますが、日常の緊急修繕対応に係る予算を増額確保することにより安定した学校運営

が行えるよう備えています。

◇主な事業概要

■教育環境の向上

平成 28 年度中に国庫補助金の採択が得られたため、小中学校普通教室へのエアコン

設置を前倒しして予算化、早期の稼動を目指して取り組んでいます。また、引き続き地

域の方々との連携により、交通事故や不審者による事故から児童・生徒を守るとともに、

学校施設の適切な安全、安心な環境づくりに努めています。また、平成 27 年度から進
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めてきた教職員用パソコンを始めとした校務のシステム化が整い、本年 4 月から本格稼

動を迎え、学校運営の効率化と教育環境の充実を図っていきます。

■小中学校の適正配置（第 4次総合計画・実行計画）

平成 28 年 10 月に実施した「地域説明会」での御意見などを踏まえて、長寿命化を

始めとする検証作業や諸条件整理と広報活動を推進します。

■学校給食

宮代町の給食をさらに充実させ、引き続き安心でおいしい学校給食の推進に努めると

ともに、地産地消の方針の元、町内産農産物の利用拡大に取り組むほか、食材の放射性

物質の検査等必要な対応を継続します。

（２）学校教育担当

グループの予算総額は 164,038 千円、前年度比 7,106 千円、率にして 4.5％の増とな

っています。

平成 28 年度に開設した「ことばの指導教室」の改修工事を実施する他、平成 26 年

度から文部科学省の委嘱を受けている「英語教育強化地域拠点事業」の新規計上により

増額となっています。

◇主な事業概要

■小・中一貫教育

全中学校区において、学校・地域の実態に応じた子どもたちの交流活動、小・中相互

の交流授業を実施するほか、合同の授業研究会や学習面・生活面などについての情報交

換会、共通の課題解決に向けた研修会の実施、小・中学校 9 年間を見通した学習指導に

ついての研究などを行います。

また、小学校における英語活動を充実するため、平成 28 年度からＡＬＴ（外国語指

導助手）を１名増員し、従来から各小学校に 1 名ずつ配置されている日本人英語指導助

手とともに授業を実施するほか、小・中合同研修会を通して、より効果的な英語学習が

実施できるようにするとともに、国際理解教育の推進を図ります。さらに、島村盛助を

顕彰する英語活動発表会、小中合同研修会を実施します。

■基礎学力の向上

小学校では、各小学校 2名の非常勤講師を配置し、算数の授業を中心に、少人数指導

やチームティーチングを授業に導入し、児童一人ひとりの基礎学力の定着及び学力の向
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上を図ります。さらにその効果を検証するため、学力調査を実施します。

中学校では、各中学校 2名の非常勤講師を配置し、数学・英語の授業を中心に、少人

数指導やチームティーチングを授業に導入し、生徒一人ひとりの基礎学力の定着及び学

力の向上を図ります。さらにその効果を検証するため、学力調査を実施します。

学力調査については、全国学力・学習状況調査を小６・中３で実施、埼玉県学習状況

調査を小４から中３で実施し、今後の指導に生かしていきます。

（３）生涯学習室

グループの予算総額は 181,946 千円、前年度比、28,422 千円、率にして 13.5％の減

となっています。

総合運動公園（ぐるる宮代）における改修工事の完了及び道仏地区土地区画整理事業

区域内での発掘調査報告書の完了が主な減少要因です。

◇主な事業概要

■生涯学習

町民文化祭、みやしろ大学、子ども大学みやしろなど、様々なイベントの開催や生涯

学習機会を提供することにより、町民の創意と意欲を生かした生涯学習の推進に取り組

みます。

およそ 20 年振りにリニューアルした「新みやしろ郷土かるた」については、子供を

対象とした大会だけにとどまること無く、幅広い年代の方に活用いただき、かるたを通

じて郷土みやしろに対する愛着を醸成します。
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■スポーツ振興

町民体育祭や各種スポーツ大会・教室等の開催により、生涯スポーツを振興し、町民

の健康づくりに取り組みます。このほか、町民の皆様が、いつでも、どこでも、だれで

も手軽にスポーツ・レクリエーション活動を楽しむことができるよう、スポーツ施設の

適正な管理と学校体育施設開放事業の円滑な運営を行います。

■総合運動公園

指定管理者としてミズノグループが管理運営を行っています。引き続き町民ニーズを

的確に捉えた自主事業や教室を積極的に展開するとともに、更なる利用者のサービス向

上に努めます。

■図書館

指定管理者として（株）図書館流通センターが管理運営を行っています。引き続き指

定管理者との連携を密にして、町民の心豊かな暮らしを支援する生涯学習・情報提供の

拠点施設としての充実を図るとともに、「図書館ビジョン」の実現に向けた事業を展開

します。

■郷土資料館

町の文化財の調査、保護・保存、並びに文化財保護意識の啓発・普及に努めていきま

す。また、皆様からお寄せいただいた寄付金で文化財案内板を設置するほか、町民の皆

様に町の歴史や文化に触れていただくための特別展や企画展、講座などを開催します。
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Ⅳ．事業別予算の推移
【注】人件費を除く。

（単位：千円）

２９年度 ２８年度 ２７年度 ２６年度

１項 教育総務費 26,778 25,718 74,685 72,974

１目 教育委員会費 1,504 1,414 1,952 2,004

・教育委員会活動事業 1,150 951 955 954

・就学支援委員会事業 354 354 348 348

・小中学校適正配置事業 0 109 649 702

２目 事務局費 12,558 11,577 11,507 11,516

・学校教育事務事業 165 165 169 179

・交通安全、防犯対策事業 577 577 575 579

・不登校対策事業 7,407 7,401 7,329 7,329

・小中一貫教育推進事業 2,360 2,390 2,390 2,390

・町民みんなが先生推進事業 883 883 883 883

・教育総務事務事業 164 161 161 156

・英語教育強化地域拠点事業 1,002 － － －

３目 教育振興費 12,716 12,727 61,226 59,454

・奨学資金事業 321 332 352 360

・私立幼稚園就園奨励事業 － 民生費へ移行 51,519 49,739

・教職員研修奨励事業 235 235 235 235

・英語指導助手活用推進事業 12,160 12,160 9,120 9,120

２項 小学校費 135,171 147,172 125,320 160,943

１目 学校管理費 101,009 111,329 89,412 122,846

・小学校管理運営事業 39,147 27,756 35,794 26,955

・児童、教職員の健康管理等対策事業 7,106 7,099 6,822 7,026

・小学校施設管理事業 54,756 76,474 46,796 88,865

２目 教育振興費 34,162 35,843 35,908 38,097

・小学校教材教具備品購入事業 2,695 2,666 2,356 2,466

・小学校要準特別支援教育就学援助事業 10,705 12,453 12,842 13,965

・小学校学力向上推進事業 20,755 20,717 20,703 20,668

・小学校環境教育推進事業 7 7 7 998



pg. 12

（単位：千円）

２９年度 ２８年度 ２７年度 ２６年度

３項 中学校費 103,339 123,072 101,402 90,184

１目 学校管理費 65,721 88,582 65,638 53,718

・中学校管理運営事業 15,836 22,527 15,867 15,910

・生徒、教職員の健康管理等対策事業 4,902 4,920 4,815 4,934

・家庭、学校、地域ふれあい事業 124 132 169 143

・中学校施設管理事業 44,859 61,003 44,787 32,731

２目 教育振興費 37,618 34,490 35,764 36,466

・中学校教材教具備品購入事業 2,645 2,396 2,298 2,288

・中学校要準特別支援教育就学援助事業 16,351 13,500 14,881 15,641

・中学校学力向上推進事業 18,622 18,594 18,585 18,537

４項 社会教育費 110,349 124,033 118,903 119,463

１目 社会教育総務費 4,272 8,631 3,824 3,543

・社会教育活動事業 2,131 2,303 1,665 1,575

・社会教育総務事業 711 706 758 480

・人権教育推進事業 923 923 923 1,010

・青少年健全育成事業 507 4,699 174 174

・市民大学みやしろ設置事業 － 事業廃止 304 304

２目 公民館費 3,762 3,489 3,429 3,601

・公民館管理運営事業 3,762 3,489 3,429 3,601

３目 図書館費 82,786 82,786 83,393 85,022

・図書館管理運営事業 82,786 82,786 83,393 85,022

４目 文化財保護費 11,372 21,357 20,568 20,575

・文化財保護事業 1,165 965 965 965

・埋蔵文化財発掘調査事業 7,607 7,607 7,390 7,385

・埋蔵文化財発掘調査受託事業 2,600 12,785 12,213 12,225

５目 資料館費 8,157 7,770 7,689 6,722

・資料館管理運営事業 8,157 7,770 7,689 6,722
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（単位：千円）

２９年度 ２８年度 ２７年度 ２６年度

５項 保健体育費 378,440 413,208 374,748 375,111

１目 保健体育総務費 71,597 86,335 68,399 67,883

・総合運動公園管理事業 63,372 78,567 60,623 60,372

・社会体育施設維持管理事業 3,350 3,360 3,274 3,132

・社会体育総務事業 1,357 1,116 1,116 816

・生涯スポーツ振興事業 2,354 2,364 2,388 2,575

・スポーツ推進委員活動事業 1,164 928 998 988

２目 学校給食費 306,843 326,873 306,349 307,228
・学校給食運営管理事業 306,843 326,873 306,349 307,228
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Ⅴ．事業別予算の概要
（人件費を除く）

事 業 名 １．教育委員会活動事業

事 業 概 要

（教育総務）

・定例教育委員会の開催

・研修会、保護者との意見交換等

２９年度予算 １，１５０千円

２８年度予算 ９５１千円

前 年 度 比 教育委員会広報誌発行

事 業 名 ２．就学支援委員会事業

事 業 概 要

（学校教育）

教育上特別な配慮を要する児童生徒（幼児を含む）に対する教育的判断

と教育的措置の適正化

・就学支援委員会の開催 ・適切な就学支援、相談の充実等

２９年度予算 ３５４千円

２８年度予算 ３５４千円

前 年 度 比 （特に大きな変更点は有りません）

事 業 名 ３．小中学校適正配置事業

事 業 概 要

（教育総務）

公共施設の老朽化、人口減少、少子高齢化に対応した、町立小中学校の

規模と配置の適正化（統合・再編）

２９年度予算 － 千円

２８年度予算 １０９千円

前 年 度 比 検討作業のため予算計上なし

事 業 名 ４．学校教育事務事業

事 業 概 要

（教育総務）

学校教育運営に係る事務局経費

２９年度予算 １７９千円

２８年度予算 １６９千円

前 年 度 比 （特に大きな変更点は有りません）
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事 業 名 ５．交通安全・防犯対策事業

事 業 概 要

（学校教育）

安全教育の充実による安全な学校生活の確保

・交通安全対策啓発用資料の作成

２９年度予算 ５７７千円

２８年度予算 ５７７千円

前 年 度 比 （特に大きな変更点は有りません）

事 業 名 ６．不登校対策事業

事 業 概 要

（学校教育）

不登校児童生徒に対する居場所の確保と心のケアを実施、相談・適応指

導

・適応指導の充実 ・不登校対策に対する研修の実施

２９年度予算 ７，４０７千円（県補助金 3,118 千円）

２８年度予算 ７，４０１千円（県補助金 3,074 千円）

前 年 度 比 （特に大きな変更点は有りません）

事 業 名 ７．小中一貫教育推進事業

事 業 概 要

（学校教育）

小中 9年間を通した一貫教育の推進

・小中一貫教育推進委員会の開催 ・小学校英語活動補助員の配置

・英語活動発表会の開催

２９年度予算 ２，３６０千円

２８年度予算 ２，３９０千円

前 年 度 比 （特に大きな変更点は有りません）

事 業 名 ８．町民みんなが先生推進事業

事 業 概 要

（学校教育）

総合的な学習の時間等に先生として参加できる町民等を募り、小中学校

で学校支援ボランティア活動を推進

・町民みんなが先生制度の運営 ・学校応援団活動

２９年度予算 ８８３千円（県補助金 454 千円）

２８年度予算 ８８３千円（県補助金 454 千円）

前 年 度 比 （特に大きな変更点は有りません）
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事 業 名 ９．教育総務事務事業

事 業 概 要

（教育総務）

教育総務事務運営に係る事務局経費

２９年度予算 １５６千円

２８年度予算 １６１千円

前 年 度 比 （特に大きな変更点は有りません）

事 業 名 １０．英語教育強化地域拠点事業

事 業 概 要

（教育総務）

英語の早期化・教科化に向けた小中学校での英語指導の研究及び児童生徒

の英語力向上の検証

・授業研究会 ・合同研修会 他

２９年度予算 １，００２千円（県委託金 1,000 千円）

２８年度予算 －千円

前 年 度 比 新規予算計上

事 業 名 １１．奨学資金事業

事 業 概 要

（教育総務）

経済的な理由により就学困難な者に対する資金支援と高等教育の振興

及び人材の育成

・入学準備金（借入金）に対する利子補給

２９年度予算 ３２１千円（財産収入「基金利子」44 千円）

２８年度予算 ３３２千円（財産収入「基金利子」53 千円）

前 年 度 比 基金運用利子の減

事 業 名 １２．教職員研修奨励事業

事 業 概 要

（学校教育）

小中学校教職員の資質及び学校教育の向上を図るための研修を実施。

・各種研修会の開催 ・教育研究会への補助金の交付

２９年度予算 ２３５千円

２８年度予算 ２３５千円

前 年 度 比 （特に大きな変更点は有りません）
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事 業 名 １３．英語指導助手活用推進事業

事 業 概 要

（学校教育）

国際化に対応するための英語教育をより一層充実させ、話す、聞くを中

心とした英語活動指導を実施

・英語指導助手を各中学校に配置

・英語指導助手を小学校へ１名配置

２９年度予算 １２，１６０千円

２８年度予算 １２，１６０千円

前 年 度 比 （特に大きな変更点は有りません）

事 業 名 １４．小学校管理運営事業

事 業 概 要

（学校教育）

学校教育（小学校）運営経費

・学校教育（小学校）の一般事務

・特別支援教育サポーターの配置

２９年度予算 ３９，１４７千円（国庫補助金 1,000 千円、地方債 7,500 千円）

２８年度予算 ２７，７５６千円

前 年 度 比 ことばの指導教室改修工事実施

事 業 名 １５．児童・教職員の健康管理等対策事業

事 業 概 要

（教育総務）

児童、教職員の健康管理のための健康診断の実施と、学校での怪我等に

備え、災害共済給付制度へ加入

２９年度予算 ７，１０６千円（諸収入「保護者負担金」654 千円）

２８年度予算 ７，０９９千円（諸収入「保護者負担金」661 千円）

前 年 度 比 （特に大きな変更点は有りません）

事 業 名 １６．小学校施設管理事業

事 業 概 要

（教育総務）

小学校校舎等の維持管理のため改修工事や設備の業務管理委託等の実

施による教育環境の整備充実

・施設、設備の業務管理委託 ・施設修繕、改修工事

２９年度予算 ５４，７５６千円

（育英基金 2,000 千円、諸収入等 463 千円）

２８年度予算 ７６，４７４千円

（育英基金 2,000 千円、諸収入等 535 千円、地方債 17,300 千円）

前 年 度 比 笠原小学校耐震補強工事他完了
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事 業 名 １７．小学校教材教具備品購入事業

事 業 概 要

（学校教育）

授業の内容を深め、学力向上を図るための教材教具の整備充実。

・学習指導要領に沿った教材備品整備

２９年度予算 ２，６９５千円（国庫補助金 71 千円、育英基金 1,109 千円）

２８年度予算 ２，６６６千円（国庫補助金 196 千円、育英基金 719 千円）

前 年 度 比 ポスタープリンタ（須賀小）、エバーマット（百間小）、オルガン（東小）、

アルトホルン（笠原小）

事 業 名 １８．小学校要準特別支援教育就学援助事業

事 業 概 要

（学校教育）

経済的理由によって就学困難と認められる児童、及び特別支援学級に就

学する児童の保護者に対する援助

・学校給食費、学用品費、新入学児童学用品費、修学旅行費等

２９年度予算 １０，７０５千円（国庫補助金 238 千円、県補助金 63 千円）

２８年度予算 １２，４５３千円（国庫補助金 235 千円、県補助金 63 千円）

前 年 度 比 支給認定者数の減

事 業 名 １９．小学校学力向上推進事業

事 業 概 要

（学校教育）

小学校における国語、算数を中心とした少人数によるきめ細やかな指導

を行うため非常勤講師を配置

・各小学校に 2名の非常勤講師の配置

２９年度予算 ２０，７５５千円（まちづくり基金繰入金 10,000 千円）

２８年度予算 ２０，７１７千円（まちづくり基金繰入金 10,000 千円）

前 年 度 比 （特に大きな変更点は有りません）

事 業 名 ２０．小学校環境教育推進事業

事 業 概 要

（学校教育）

町内の教育環境を活かした実践的環境教育の推進

２９年度予算 ７千円

２８年度予算 ７千円

前 年 度 比 （特に大きな変更点は有りません）
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事 業 名 ２１．中学校管理運営事業

事 業 概 要

（学校教育）

学校教育（中学校）運営経費

・学校教育（中学校）の一般事務

２９年度予算 １５，８３６千円

２８年度予算 ２２，５２７千円

前 年 度 比 教科書改訂に伴う指導書整備完了

事 業 名 ２２．生徒・教職員の健康管理等対策事業

事 業 概 要

（教育総務）

生徒、教職員の健康管理のための健康診断の実施と、学校での怪我等に

備え、災害共済給付制度へ加入

２９年度予算 ４，９０２千円（諸収入「保護者負担金」339 千円）

２８年度予算 ４，９２０千円（諸収入「保護者負担金」339 千円）

前 年 度 比 （特に大きな変更点は有りません）

事 業 名 ２３．家庭・学校・地域ふれあい事業

事 業 概 要

（学校教育）

家庭・学校・地域が一体となって生徒の豊かな心を育むための社会体験

事業の実施

・中学生を対象とした職場体験

２９年度予算 １２４千円

２８年度予算 １３２千円

前 年 度 比 （特に大きな変更点は有りません）

事 業 名 ２４．中学校施設管理事業

事 業 概 要

（教育総務）

中学校校舎等の維持管理のため改修・修繕や設備の業務管理委託等の実

施による教育環境の整備充実

・施設、設備の業務管理委託 ・施設修繕、改修

２９年度予算 ４４，８５９千円（育英基金 1,500 千円、諸収入等 296 千円）

２８年度予算 ６１，００３千円（育英基金 5,400 千円、諸収入等 278 千円）

前 年 度 比 須賀小中学校歩道橋改修工事他完了
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事 業 名 ２５．中学校教材教具備品購入事業

事 業 概 要

（学校教育）

授業の内容を深め、学力向上を図るための教材教具の整備充実

・学習指導要領に沿った教材備品整備

２９年度予算 ２，６４５千円（国庫補助金 379 千円、育英基金繰入金 902 千円）

２８年度予算 ２，３９６千円（国庫補助金 215 千円、育英基金繰入金 956 千円）

前 年 度 比 アウトドアタイマー（須賀中）、サクソホン（百間中）、筝（前原中）

事 業 名 ２６．中学校要準特別支援教育就学援助事業

事 業 概 要

（学校教育）

経済的理由によって就学困難と認められる生徒、及び特別支援学級に就

学する生徒の保護者に対する援助

・学校給食費、学用品費、新入学生徒学用品費、修学旅行費等

２９年度予算 １６，３５１千円（国庫補助金 169 千円）

２８年度予算 １３，５００千円（国庫補助金 195 千円）

前 年 度 比 支給認定者数の増

事 業 名 ２７．中学校学力向上推進事業

事 業 概 要

（学校教育）

中学校における少人数によるきめ細やかな指導を行うため非常勤講師

を配置

・各中学校に 2名の非常勤講師を配置

２９年度予算 １８，６２２千円（まちづくり基金繰入金 10,000 千円）

２８年度予算 １８，５９４千円（まちづくり基金繰入金 10,000 千円）

前 年 度 比 （特に大きな変更点は有りません）

事 業 名 ２８．社会教育活動事業

事 業 概 要

（生涯学習）

町民の誰もが文化活動やまちづくりの今日的課題について学び、実践す

るための生涯学習機会の提供

・みやしろ大学 ・町民文化祭 ・成人式 ・家庭教育学級

２９年度予算 ２，１３１千円（講座等参加者負担金 910 千円）

２８年度予算 ２，３０３千円（講座等参加者負担金 1,120 千円）

前 年 度 比 みやしろ大学県外研修経費の減
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事 業 名 ２９．社会教育総務事業

事 業 概 要

（生涯学習）

社会教育事業の推進に係る事務経費

・社会教育の一般事務 ・文化芸術振興助成金の交付

２９年度予算 ７１１千円

２８年度予算 ７０６千円

前 年 度 比 （特に大きな変更点は有りません）

事 業 名 ３０．人権教育推進事業

事 業 概 要

（生涯学習）

あらゆる偏見や差別の解消に向けて町民の人権意識の高揚を図るため

研修会や啓発活動を実施

・人権教育講座の実施 ・人権作文集「あおぞら」の作成

・人権教育研修会への参加

２９年度予算 ９２３千円

２８年度予算 ９２３千円

前 年 度 比 （特に大きな変更点は有りません）

事 業 名 ３１．青少年健全育成事業

事 業 概 要

（生涯学習）

次代を担う青少年の健全な育成を図るため地域の青少年活動を総合的

に推進

・子ども大学みやしろの開催

・新みやしろ郷土かるた大会の開催

・青少年育成推進員による青少年非行防止活動

２９年度予算 ５０７千円（講座等参加者負担金等 90 千円）

２８年度予算 ４，６９９千円（講座等参加者負担金等 16 千円）

前 年 度 比 新みやしろ郷土かるた制作完了

事 業 名 ３２．公民館管理運営事業

事 業 概 要

（生涯学習）

生涯学習活動の拠点となる公民館施設の適正な管理運営

・３館体制による公民館の運営

２９年度予算 ３，７６２千円（公民館使用料 2,606 千円）

２８年度予算 ３，４８９千円（公民館使用料 2,615 千円）

前 年 度 比 和戸公民館臨時駐車場借上
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事 業 名 ３３．図書館管理運営事業

事 業 概 要

（生涯学習）

生涯学習及び情報提供の拠点施設として、町民の心豊かな暮らしを支え

る図書館活動を実施

・指定管理者（図書館流通センター）による運営

・ボランティア団体等との連携による各種行事の開催

・学校等との連携強化 ・図書館協議会の開催

２９年度予算 ８２，７８６千円（使用料 20 千円）

２８年度予算 ８２，７８６千円（使用料 20 千円）

前 年 度 比 （特に大きな変更点は有りません）

事 業 名 ３４．文化財保護事業

事 業 概 要

（資料館）

文化財の保護・保存、管理及び文化財保護意識の啓発・普及

・文化財案内板の設置

・文化財保護委員の活動経費 ・文化財保護関連経費

２９年度予算 １，１６５千円（まちづくり基金繰入金 630 千円、講座等参加者負担金 10 千円）

２８年度予算 ９６５千円（まちづくり基金繰入金 430 千円、講座等参加者負担金 10 千円）

前 年 度 比 傾斜型小型案内板設置

事 業 名 ３５．埋蔵文化財発掘調査事業

事 業 概 要

（資料館）

文化財保護法の規定により開発行為に係る事前の記録保存を目的とし

た発掘調査、整理作業等

・個人住宅等の建設に係る試掘調査

・発掘調査及び出土遺物の整理作業等の実施

２９年度予算 ７，６０７千円（国庫補助金 1,750 千円、県補助金 875 千円）

２８年度予算 ７，６０７千円（国庫補助金 1,750 千円、県補助金 875 千円）

前 年 度 比 （特に大きな変更点は有りません）
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事 業 名 ３６．埋蔵文化財発掘調査受託事業

事 業 概 要

（資料館）

原因者（開発者）負担が原則とされている開発行為に係る記録保存を目

的とする埋蔵文化財の発掘調査事業

・民間開発に伴う発掘調査事業（随時実施）

２９年度予算 ２，６００千円（発掘調査受託事業収入 2,600 千円）

２８年度予算 １２，７８５千円（発掘調査受託事業収入 12,785 千円）

前 年 度 比 道仏地区発掘調査及び報告書完了

事 業 名 ３７．資料館管理運営事業

事 業 概 要

（資料館）

本町の歴史や文化等に関する資料の収集・保存・調査・研究による町民

文化の向上

・資料館管理 ・収蔵資料等整理作業 ・各種講座の開催

・特別展・企画展の開催

２９年度予算 ８，１５７千円（講座等参加者負担金等 32 千円）

２８年度予算 ７，７７０千円（講座等参加者負担金等 32 千円）

前 年 度 比 自動ドア改修工事

事 業 名 ３８．総合運動公園管理事業

事 業 概 要

（生涯学習）

安全で快適な公園環境を保持し、町民の健康増進とスポーツの普及振興

を図る総合スポーツ施設の管理運営

・指定管理者（ミズノグループ）による運営

２９年度予算 ６３，３７２千円（行政財産使用料 193 千円）

２８年度予算 ７８，５６７千円（行政財産使用料 193 千円、地方債 14,200 千円）

前 年 度 比 プール棟天井改修工事、券売機更新完了

事 業 名 ３９．社会体育施設維持管理事業

事 業 概 要

（生涯学習）

スポーツ施設の適正な管理及び学校体育施設開放事業の運営

・地区グラウンドの維持管理 ・学校体育施設開放事業の運営

２９年度予算 ３，３５０千円（諸収入「学校体育施設開放事業収入」686 千円）

２８年度予算 ３，３６０千円（諸収入「学校体育施設開放事業収入」700 千円）

前 年 度 比 （特に大きな変更点は有りません）
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事 業 名 ４０．社会体育総務事業

事 業 概 要

（生涯学習）

社会体育事業の推進に係る事務経費

・一般事務費 ・体育団体・レクリエーション団体助成金の交付

２９年度予算 １，３５７千円

２８年度予算 １，１１６千円

前 年 度 比 スポーツ少年団日独交流事業補助

業 名 ４１．生涯スポーツ振興事業

事 業 概 要

（生涯学習）

体力づくり、健康づくりをサポートするために各種スポーツ教室・大会

を開催

・町民体育祭の開催 ・町民対象の各種大会、教室の開催

２９年度予算 ２，３５４千円（スポーツ教室等参加者負担金 391 千円）

２８年度予算 ２，３６４千円（スポーツ教室等参加者負担金 435 千円）

前 年 度 比 （特に大きな変更点は有りません）

事 業 名 ４２．スポーツ推進委員活動事業

事 業 概 要

（生涯学習）

スポーツ推進委員の活動経費

・スポーツ事業の企画立案

２９年度予算 １，１６４千円

２８年度予算 ９２８千円

前 年 度 比 スポーツ推進委員被服費

事 業 名 ４３．学校給食運営管理事業

事 業 概 要

（教育総務）

安全な学校給食の実施及び学校給食施設の適正な維持管理

・町内産農産物の積極的活用 ・学校給食用備品の購入

・学校給食センター施設維持 ・食材の放射性物質への対応

２９年度予算 ３０６，８４３千円(諸収入「学校給食費」117,013 千円、センター使用料 4 千円)

２８年度予算 ３２６，８７３千円(諸収入「学校給食費」117,044 千円、センター使用料 4 千円)

前 年 度 比 ボイラー設備改修完了


